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01｜早期離職の現状 
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学歴別卒業後3年以内離職率の推移 

中学校卒業者 

高校卒業者 

大学卒業者 

（出典）厚生労働省「新規学校卒業者の就職離職状況調査」 
（注）1．厚生労働省が管理している雇用保険被保険者の記録を基に算出したもの。 
   2．新規に被保険者資格を取得した年月日と生年月日により各学歴に区分している。 



大卒は1年目、2年目、3年目における離職

率にさほど差異は無いものの、中学卒や高

校卒は1年目における離職率が高い。5人以

上の事業所規模における離職率はここ数年

の推移をみると、おおむね横ばいの動きと

なっているが、全労働者の離職率を常に上

回って推移している。 
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若年層の３人に１人以上が 

３年以内に離職 
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01-02｜事業規模別離職率 

「行間」の設定例 
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新規大学卒業者、新規高校卒業

者共に、従業員500人以上で3年

以内の離職率が20~30%だった

のに対し、5人未満では60％前

後にのぼる。 

事業所の規模が大きいほど、卒

業3年後の離職率が低い傾向が

みられる。 

平成24年3月新規高校卒業者の事業所規模別卒業3年後の離職率 
 

平成24年3月新規大学卒業者の事業所規模別卒業3年後の離職率 
 

厚生労働省「職業安定局集計」 



01-03｜産業別離職率 

「行間」の設定例 
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平成24年3月新規大学卒業者の産業別卒業3年後の離職率 
 

平成24年3月新規高校卒業者の産業別卒業3年後の離職率 
 



01-04｜入職・離職状況(産業別) 

「行間」の設定例 
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入（離）職率：常用労働者数に対する入（離）職者数の割合。次式により算出。 
入（離）職率 ＝入（離）職者数÷2015年６月末日現在の常用労働者数× 100 （％） 
 
転職入職率：常用労働者数に対する転職入職者数の割合。次式により算出。 
転職入職率 ＝転職入職者数÷2015年６月末日現在の常用労働者数× 100（％） 

厚生労働省「職業安定局集計」 



01-05｜離職理由(年齢別) 

「行間」の設定例 
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厚生労働省「職業安定所集計」 



01-06｜離職率が高い業界事情 

「行間」の設定例 
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離職率の高い産業は 

「宿泊業、飲食サービス業」 
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転職入職者が前職を辞めた理由では「定年・契約期間の満了」「その他の理由（出向等を

含む）」を除けば男女ともに「労働時間、休日等の労働条件が悪かった」との回答が多い。 

他業界と比較しても、宿泊業、飲食業界は変則勤務の割合も高く、数値に反映された内容

となっている。しかしながら、数値データ以外にも業界特融の事情がある。中途採用の需

要が高いのもこの業界の特徴であり、他業界よりも転職のハードルも低く、人材流動が激

しい (01-04｜入職・離職状況データ参照) こともあり、必然的に離職率が高くなる傾向にある。 



02｜雇用情勢の現実 

「行間」の設定例 
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「2014年卒マイナビ企業新卒内定状況調査」より 

企業の採用関連費用 

学歴別初任級 

採用費：広告費の他、入社案内やホームページ・ダイレクトメールなどのツール作成費、ＤＭ発送費、セミナー運営費、アウトソーシング費、資料発送費など、 

            採用経費に含まれる費用総額 

広告費：就職情報誌や就職情報サイト、新聞など、一般に公開公開される採用情報を掲載・出稿するための費用総額  

       ※ 1社ごとに採用費を入社予定の人数で割った数値の平均値 

日本経済団体連合会2015年３月卒「新規学卒者決定初任給調査結果」より 

 



02-01｜早期離職による企業損失 

「行間」の設定例 
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企業の損失額は 

1人当たり約820万円 
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3年以内での早期離職による企業損失の内訳（1人当たり）を算出すると… 

｛182,071円(月給)×12か月＋ボーナス（2か月分）｝×3年 =  7,646,982円 

 

その他、採用前と採用後にかかる諸経費：1人当たり             555,000円 

 

  

※日本経済団体連合会2015年３月卒「新規学卒者決定初任給調査結果」より平均値を算出 

 

「2014年卒マイナビ企業新卒内定状況調査」参照 

8,201,982円 
 



02-02｜企業の経営課題 

「行間」の設定例 
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経営資源の「人財」 

6割の企業が「不足」と回答 
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厚生省のデータを 
ベースに簡易データに整形 

 

  売上拡大に取り組むうえでの課題（複数回答） 

 

  売上拡大を阻害している外部環境（複数回答） 

東京商工会議所「中小企業意識調査」 



02-03｜ネガティブ要因 

「行間」の設定例 

日本 
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企業にとっては調達可能な労働力が不足したり、職業能力を持った人材調達が困難に 

社会全体としては、若年層が経済基盤を確立しにくくなることで、晩婚、少子化の傾向に

拍車をかけ、日本の人口問題にも影響が… 

雇用情勢 

経済成長率は2000年代平均はマイナス傾向であり、今後も経済成長率は+0.5％程度と見込まれてい

る。多くの企業は収益増加が見込めないので、雇用を増やそうとする企業は少なくなり、むしろ生産

性の向上などによる雇用減少の効果が強く見られる。日本は人口減少社会に入り、労働人口も減るは

ずだが、それ以上に経済低迷や生産性向上による雇用減少が大きく、今後の雇用情勢は益々、厳しい

時代に突入する。 

雇用情勢 

早期離職 
GDP 

成長率低下 

産業構

造変化 
若年労働者 

減少 

少子 

高齢化 

 非正社員 

増加 
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参考資料：  
厚生労働省「新規学校卒業者の就職離職状況調査」 
厚生労働省「雇用動向調査」 
厚生労働省「職業安定所集計」 
独立行政法人労働政策研究・研修機構調査 
株式会社マイナビ「2014年卒マイナビ企業新卒内定状況調査」 
東京商工会議所「中小企業意識調査」 
日本経済団体連合会2015年３月卒「新規学卒者決定初任給調査結果」 
 
 
         
              


